
 

 

               
              平成２４年度石油基地等産業保安強化事業費補助金 

補助事業の概要  （災害時石油ガス等供給・利用インフラ整備事業） 

               （石油ガス充てん所貯槽耐震整備事業に係わるもの） 

 

 
 

【 目 的 】 

 

この補助金は、石油ガス販売事業者等が保有する石油ガス充てん所内に設置されている

石油ガス貯槽を将来的に発生する可能性があり得る高レベルの地震動においても、貯槽

内の石油ガスの気密性が保持される耐震性能を有する設備に改善するために要する経費

の一部を補助することにより、石油ガス充てん所設備の耐震性を強化し保安の向上及び

石油ガスの安定供給の確保を図ることを目的とする。 

 

 

 

【石油ガス充てん所とは】 

 

 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第５条第１項の許可を受け、液化石油 

ガス製造のための施設を設置している充てん所であって、直接又は間接に液化石油ガ 

スの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４９号。以下「液 

化石油ガス法」という。）第２条第２項に定める一般消費者等に、石油ガスを供給す 

るための充てん所をいう。ただし、次のいずれかに該当する場合を除く。 

 

１）専ら、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項に定める

自動車に燃料として充てんを行う充てん所 

 

２）専ら、エアゾール、ガスライターガス又は石油ガスこんろ（カセットこんろ

に限る。）用燃料ガスの充てんを行う充てん所 

 

 

 

 

 

【申請の受付期間】 

 
    平成２５年４月１９日(金）～平成２５年９月３０日(月）   ⇒ 日団協必着 

 

※ 公募期間中であっても、予算額に達した時点(日）で募集を締切ります。 

 

 

 

 

 



 

 

【交付の対象】 
 

（１） 対象となる石油ガス貯槽 

 

 石油ガス販売事業者等が保有する石油ガス充てん所内に設置されている石油ガ

ス貯槽であること。 

 

（２）補助対象経費 

 

（ⅰ）工事費 

 

① 将来的に発生する可能性があり得る高レベルの地震動においても、貯槽 

内の石油ガスの気密性が保持される耐震性能を有する設備に改善する

工事に係る費用。 

 

② 上記工事における資材又は機器の搬入、組立及び連結、据付けに要す 

 る配管、増杭、塗装等の工事の資材費及び工事費。 

 

＊以下の費用は対象外です。 

 ・貯槽本体の更新又は移設 

・地盤改良工事、土壌改良工事 

 

（ⅱ）工事実施に繋がる調査費、設計費用。 

 

※ いずれも工事を実施しなかった場合は対象になりません。 

 

（ⅲ）経費に係る基本的事項 

 

＊いずれの経費も交付決定後に発生したものであること。 

＊消費税は対象外。 

＊官庁許認可に係る費用は対象外。 

＊補助事業に関する工事、物品購入、その他契約を行う場合は一般競争入 

札を原則とします。ただし、補助事業の運営上、一般競争入札を行うこ 

とが困難又は不適当である場合には、原則３社以上からの見積書を取っ 

た上で随意契約（見積業者選定理由書が必要）によることができます。 

＊発注先への支払方法について、手形決済及び相殺決済は認められません。 

 

 

【補助率】 補助対象経費の２／３相当 

 

 

【申請について】 
 

（１）申請者の資格 

 

＊石油ガス販売事業に供する石油ガス充てん所の所有者等。 

（但し、業務方法書第 7条に該当する者は申請できない） 

＊リース業者は対象外とする。 



 

 

 

（２）申請方法： 充てん所ごとに申請。（複数の充てん所を申請する場合も同様） 

 

（３）申請の条件 

 

＊補助金交付決定前に事業に着手していないこと。 

 

                    ※補助金交付申請を行い、交付決定を受けるまでに既に事業に着手している

場合、交付決定以前の事業に係る経費は補助対象外となります。 

    

＊補助事業は、工程表に従って平成２６年２月１４日(金)までに完了し、同年２

月２８日（金）までに実績報告書を提出すること。 

 

※補助事業の開始日： 補助事業において、最初に設計、工事等の契約を 

        締結する日又は発注する日 

※補助事業の完了日： 補助事業において、工事の完了、検収を経て費用 

           の支払いが最終完了する日 

 

      （４）申請書類 

 

 （ⅰ）補助金交付申請書（様式第１） 

（ⅱ）申請書の添付書類 

＊申請者の概要（別紙１） 

＊平成２４年度石油ガス充てん所貯槽耐震整備事業に関する実施計画書 

（別紙２）及びそこに明記されている添付書類（充填所平面図、貯槽の 

立面図、工程表、見積書、高圧ガス製造許可証の写し等） 

＊法人登記簿謄本（申請日から３ヶ月以内）、印鑑証明書（申請日から３ヶ 

月以内）、会社案内、決算報告書（直近２ヶ年） 

 

 

【補助事業の完了期限】  

 

平成２６年２月１４日（金） 

 

 

【補助金交付の決定】 
 

       日団協は、次に掲げる基準をもとに、交付申請書及び添付書類に記載された内容に

ついて審査委員会の審査を受けて補助金の交付の決定を随時します。 

 

（１）補助事業の内容が補助目的に照らし適切であること。 

（２）申請者としての資格を有していること。(業務方法書第７条 申請者の資格等)

（３）補助事業における補助対象経費の内容が適切であること。 

（４）補助対象経費には、国による他の補助金の交付を受けていないこと。 

（５）実施計画書の内容が適切であり、確実に行われること。 

（６）定められた申請書類が不足なく揃っており、記載漏れ等、不備がないこと。 

 

※申請者は補助金交付決定の通知を受け取ったのち、補助事業を開始する 

ことができます。 



 

 

 

【公募期間中の募集締切】 
 

      公募期間中であっても、申請額が予算額に到達した時点(日)で募集を締め切ること

とし、予算到達日において複数の競合案件があった場合には、前日の予算残額の範

囲内で総合評価方式によって採択することとなります。 

なお、申請の受付は先着順(郵送の場合は消印日)で整理します。 

 

 

【補助事業の募集】  

 

日団協は、補助事業を行おうとする事業者を一般に公募すると共に、 

 

（１）日団協のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの各種補助・受託事業のページ 

（http://www.nichidankyo.gr.jp/subsidy/index.html）に 

公募の概要を掲示します。 

 

※公募内容については変更することがあります。 随時ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでご確認下さい。 

 

（２）公募説明会の開催を行います。 

 

※５月に開催予定で決定次第ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲示致します。 

 

 

 

【申請書類の提出先及び方法】 
 

（１）提出先： 日本ＬＰガス団体協議会 補助･受託事業室（耐震整備） 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門２－５－５ 櫻ビル５Ｆ 

TEL 03-5511-1420   FAX 03-5511-1421 

 

（２）提出方法： 原則として送達確認可能な簡易書留、又は宅配便でお願い致

します。 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪本補助事業に関する問い合わせ窓口≫ 

 

日本ＬＰガス団体協議会 補助･受託事業室 
横山： t-yokoyama@nichidankyo.gr.jp 

http://www.nichidankyo.gr.jp/subsidy/index.html
mailto:t-yokoyama@nichidankyo.gr.jp

